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独立行政法人の制度創設の意義

業務運営改革の内容（NPMの実践）
（行政）管理から（行政）経営へ、 事前統制から事後チェックへ

経営資源に関する現場の裁量の拡大（インセンティブの付与）

目標管理システムの導入（PDCAサイクルの実現）

適切な会計処理

厳格な客観的評価の実施

独立行政法人の創設は、ハ－ド面の改革+ソフト面の改革

－ハ－ド面の改革とは、行政の機構改革

－ソフト面の改革とは、行政の業務運営改革（組織文化の改革）

独立行政法人制度の目的

（国民に提供するサービスの） 効率性の向上、 質の向上

業務運
営のル
－ル化
が必要
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独立行政法人制度の基本理念

業務の公共性
明確な目標の下、業務の確実な実施、但し法
人の経営への国による関与は必要最小限

経営の
自主性・自律性

法人の長の広い裁量と厳格な責任

自主的な経営計画の策定と業績評価の実施
（事前統制型の管理から事後チェック型の経
営への転換）

透明性の確保
独立行政法人会計基準の策定、外部監査の
導入、広範な事項の積極公表

組織の独立性
経営責任（政策執行責任）は独立行政法人
政策責任（政策立案責任）は国
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独立行政法人制度の創設により克服すべきと
された課題

１） 評価に関する仕組みがない

① 明確な目標の設定・結果の評価を行う仕組みがない
② 予算配分（事前統制）を重視。投資対効果の事後評価の仕組が不十分

２） 弾力的な財務運営が困難

① 複数年度にわたる効果的な資源配分の欠如
② 年度末の予算消化の悪弊

３） 組織・人事管理の自律性に限界

① 組織、定員、人事についての法令等による画一的な統制
② 資源配分の観点からの機動性，弾力性に限界

４） 業務の効率化・質の向上のインセンティブが働きにくい

① 明確な目標設定に基づく報奨等の仕組みがない
② 自発的な効率化・質の向上が図られにくい

５） 組織・運営の見直しが制度化されてない

① 組織・業務の必要性や運営の在り方等について見直しの機会がない
② 結果として、不必要な組織・業務が温存されがち
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独立行政法人制度の創設による改革の方向性

問題点 改革の方向性 検討された具体的仕組み

評価に関する
仕組みがない

業務管理の在り方の変更
↓

中期目標管理と評価・見直しの導入

◆中期目標の設定
◆中期計画の策定
◆目標達成に係る実績評価の導入

弾力的な
財務運営が困難

財務運営の在り方の変更
↓

評価可能の形式の導入と運営の弾力化

◆企業会計的手法の導入
◆年度繰越を可能とする仕組み
◆移流用を可能とする仕組み

組織・人事管理の
自律性に限界

組織・人事管理の在り方の変更
↓

自律性とｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの付与

◆内部組織の柔軟性
◆人事・定員配分の柔軟性
◆給与等のメリット制

効率化・質の向上
のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞが働き

にくい

情報管理の在り方の変更
↓

情報公開の徹底

◆中期計画、年度計画、財務諸表、評
価結果、監査結果、役職員の給与関係
等、幅広い事項について公開
◆剰余金を内部留保できる仕組み

組織・運営の

見直しが制度化さ
れていない

組織管理の在り方の変更
↓

組織・運営の定期的な見直しの導入

◆中期目標終了時における、組織・運
営等の改善、事業継続の必要性等につ
いての見直し
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独立行政法人の目標管理システム
（PDCAサイクルの実現）
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独立行政法人の業務サイクル
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結 果 指 標 成 果 指 標

イ ン パ ク ト 、 持 続 可 能 性 （ Imp act,  S u s t a i n a b i l i t y）

プ ロ グ ラ ム ・ プ ロ ジ ェ ク ト を 実 施 す る こ と に
よ っ て 、 課 題 が 解 決 ／ ニ ー ズ が 充 足 さ れ る＝

最 終 成 果 ＝ 課 題 解 決 ／ ニ ー ズ 充 足 さ れ た 状 況

中 間 成 果
Inte r m e d i a t e

O u t c o m e s

中 間 成 果
I n t e r m e d i a t e
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外
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（資料）Eu rop ean  C o m m issio n（ 1 997）, E valu ating  E U  E xp end iture  P ro gram m es: A  G uid e-E x  p o st an d  In term ed iate  
evalu atio n , 1 st ed itio n .を基に作成。  

①国民のニーズの把握⇒②業務目的（中期目標）の設定⇒③業務計画（中
期計画）の策定（投入資源の決定）⇒④業務実施プロセス⇒⑤業務実施の
結果⇒⑥業務実施の成果⇒⑦業績評価と以後の業務へフィードバック
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